
入間地区
医師会

飯能地区
医師会

狭山市
医師会

狭山市
医師会

所沢市

主な取組

実施主体 平成３０年度の実績

○各種がん検診の精度管理向上のため、必要に応じ担当理事を中心に判定委員
　会を開催し調整会議を開催。
○特定健診・各種がん検診等の受診率向上のため、会員医療機関において各種健
　診等の実施。
○各種啓発、PRポスター等の医療機関への積極的な掲示。

○各種がん検診の精度管理向上のため、必要に応じ担当理事を中心に判定委員
　会を開催し調整会議を開催。
○特定健診・各種がん検診等の受診率向上のため、会員医療機関において各種健
　診等の実施。
○各種啓発、PRポスター等の医療機関への積極的な掲示。

①特定健診・各
種がん検診等受
診率の向上と特
定保健指導の充
実

①特定健診・各種がん検診等受診率の向上と特定保健指導の充実

⑤健康づくりに関する知識の普及

①、②
特定健診受診率：39.5%  特定健診指導受診率：17.8%

電話等で受診勧奨し、飯能市日高市ともに特定健診の受診率は上位である。

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（１）

生活習慣病予防から始める健康づくり

 生活習慣病の予防と早期発見のため、健診受診率の向上、保健指導の充実、健康づくりへの環境整備、普及啓発、各関係団体や市民との協働を推進します。

②特定健診・特定保健指導の体制整備の支援と実務者の育成

圏域別取組

主な取組

市、保険者、保健所、医師会、薬剤師会、歯科医師会、地区組織実施主体

目標

①、②
特定健診、がん検診については受診向上に努め、案内等充実を図る。

①、②
特定健診受診率の向上を図る。

＜特定健診＞
・特定健康診査等受診勧奨事業実施計画を策定し、受診券発送後の6月、特定健診
　受診期間の中間となる9月、期間終了間際の1月を強化月間と定め、多角的なアプ
　ローチによる受診勧奨事業を実施した。
(1)ハガキによる受診勧奨（10月、1月、2月）
(2)未受診者への、ハガキ送付並びに送付直後の電話勧奨による受診勧奨
　（1月～2月）
(3)各種メディアを通じた啓発活動事業（広報、かもめ～る、各医療機関でのポスター
　等掲示、ラジオCM等）
(4)各種イベント等における関係各課と連携した啓発活動事業（健康まつり、食育月
　間イベント等）
(5)啓発バッチ装着
(6)30歳代健診（申し込み制）の実施による、若年層からの健診習慣の醸成
(7)特定健診受診券の見直し（特定健診の受診券・質問票・受診票を一体化）
　[特定健診受診率実績]
　平成28年度特定健診受診率：38.7%
　平成29年度特定健診受診率：39.5%
　平成30年度特定健診受診率：40.5%

・特定健診の受診率の低迷
・特定保健指導の実施率の低迷

＜特定健診＞
・特定健康診査等受診勧奨事業実施計画を策定し、受診券発送後の6月、特定健診
　受診期間の中間となる9月、期間終了間際の1月を強化月間と定め、多角的なアプ
　ローチによる受診勧奨事業を実施した。
(1)ハガキによる受診勧奨（9月、1月）
(2)未受診者への、ハガキ送付並びに送付直後の電話勧奨による受診勧奨
　（1月～2月）
(3)各種メディアを通じた啓発活動事業（広報、かもめ～る、各医療機関でのポスター
　等掲示、ラジオCM等）
(4)各種イベント等における関係各課と連携した啓発活動事業（健康まつり、栄養講
　習会等）
(5)啓発バッチ装着
(6)30歳代健診（申し込み制）の実施による、若年層からの健診習慣の醸成
　[特定健診受診率実績]
　平成28年度特定健診受診率：38.7%
　平成29年度特定健診受診率：39.5%
　平成30年度特定健診受診率：40.5%
  平成31年度特定健診受診率（見込）：40.5%
　なお、令和2年1月27日時点21.3%　（昨年同時期19.6%）

取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

①、②
がん検診等受診者への勧奨

電話等で受診勧奨し、飯能市日高市ともに特定健診の受診率は上位である。

③禁煙支援・受動喫煙防止対策の推進

④糖尿病対策の推進

令和元年度（予定含む）

資料６
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

所沢市

所沢市

飯能市

飯能市

飯能市

①特定健診・各
種がん検診等受
診率の向上と特
定保健指導の充
実

■健康づくり支援課
○特定保健指導は市直営で実施
・特定保健指導に関する埼玉医科大学との共同研究（メタボリックシンドローム効果
　判定事業）を実施した。
・特定保健指導未利用者に対し、電話勧奨、再通知、訪問による勧奨（特定保健指
　導の実施）を行った。
・特定保健指導開始時にインセンティブの提供を行った（訪問により開始した方を
　除く）。

■健康づくり支援課
○特定保健指導は市直営で実施
・特定保健指導に関する埼玉医科大学との共同研究（メタボリックシンドローム効果
　判定事業）を実施
・特定保健指導未利用者に対し、電話勧奨、再通知、訪問による勧奨（特定保健指
　導の実施）を実施
・特定保健指導開始時及び終了時にインセンティブの実施（条件による）。
・健診実施医療機関へ特定保健指導実施率向上に向けての協力依頼（窓口説明用
　フローチャートの配布）

特定保健指導の実施率が低い。

■健康づくり支援課
○各種がん検診の実施
・集団がん検診（16日間、11会場）
・女性限定日（2日間）、うち1日は骨粗しょう症検診と同時に実施
・ほぼ全日程複数のが（胃、肺、大腸、乳）を１日で受診可能として実施
・がん医療機関検診の実施

■健康づくり支援課
○各種がん検診の実施
・集団がん検診（16日間、11会場、女性限定日はうち2日間、ほとんどの会場で
　「胃がん」、「肺がん・結核」、「大腸がん」、「乳がん」が同時受診可能）
・医療機関検診（個別検診）は、「乳がん」、「子宮がん」、「前立腺がん」に加え、今年
　度から新たに「肺がん・結核」と「大腸がん」を追加
・未受診者に対して、再勧奨を行った。

受診率が低いこと

■健康づくり支援課
○肝炎ウイルス検診の医療機関での実施
・特定健診・人間ドックと同時受診の場合は、個人負担金のうち診察料、採血料分を
　単独受診よりも低額とした。

受診率が低いこと

１　40・50・60・70歳の市民に各種検診の案内と切手不要の申し込みはがきを送付
　　発送件数：19,359件

２　保健センターで実施しているがん検診のうち、受診者を女性限定としたレディー
　スデー：217人
　　※できる限り女性スタッフを配置し、待ち時間にはがん及び健康保持のための
　　　プチ講座を各回開催した。
　

・勧奨のはがきは受診率向上に一定の効果があり、
　40・50・60・70歳のみを対象に送付しているが、
　費用がかかるためこれ以上の拡大が難しい。

■健康づくり支援課
○肝炎ウイルス検診の医療機関での実施
・特定健診・人間ドックと同時受診の場合は、個人負担金のうち診察料、採血料分を
　単独受診よりも低額とした。

＜特定保健指導＞
・特定保健指導に該当した対象者へ、積極的支援区分・動機付け支援区分等対象
　者により内容を変えて事業案内ハガキを送付。
・保健師による電話・訪問による特定保健指導未利用者勧奨事業を実施。
・特定保健指導未利用者勧奨を目的に、講習会等を開催し、対象者へハガキによる
　勧奨を実施。
　[特定保健指導利用率実績]
　平成28年度特定保健指導実施率 ：　 8.5%
　平成29年度特定保健指導実施率 ：　12.4%
　平成30年度特定保健指導実施率 ：   20.6%

１　40・50・60・70歳の市民に各種検診の案内と切手不要の申し込みはがきを送付
　　発送件数：19,699件

２　保健センターで実施しているがん検診のうち、受診者を女性限定としたレディー
　スデーを7回実施。
　　受診者数：174人
　　※できる限り女性スタッフを配置し、待ち時間にはがん及び健康保持のための
　　　プチ講座を各回開催した。

３　保健センターで毎年開催している「健康まつり」で、医師による検診についての
　講演会を開催。
　　参加者数：61名

＜特定保健指導＞
・医師会へ特定保健指導（動機付け支援区分）の業務委託の開始。
・特定保健指導に該当した対象者へ、積極的支援区分・動機付け支援区分等対象
　者により内容を変えて事業案内ハガキを送付。さらに、積極的支援区分において
　は、基準値を超えた項目および年代により内容を変えて事業案内ハガキを送付。
・保健師による電話・訪問による特定保健指導未利用者勧奨事業を実施。
・特定保健指導未利用者勧奨を目的に、講習会等を開催し、対象者へハガキによる
　勧奨を実施。

　[特定保健指導利用率実績]
　平成28年度特定保健指導実施率 ：　 8.5%
　平成29年度特定保健指導実施率 ：　12.4%
　平成30年度特定保健指導実施率 ：   20.6%
　平成31年度特定保健指導実施率（見込） ：　 20.6%
　なお、令和2年1月27日時点4.2%　（昨年同時期0%）
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

飯能市

飯能市

狭山市

狭山市

狭山市

狭山市

入間市

①特定健診・各
種がん検診等受
診率の向上と特
定保健指導の充
実

受診率が低いこと

■保険年金課
○特定健診の実施
・地区医師会と連携した特定健診の実施
・平成30年度受診率　47.5％

■保険年金課
○特定健診の実施
・地区医師会と連携した特定健診の実施

医療機関に受診をすすめていただいたため、受診数
は平成29年度とあまり変わらなかったが、法定報告
の受診率にはつながらなかった。

■健康づくり支援課
○18歳から39歳までの方の健康診査の医療機関での実施
・40歳以上の方が対象の特定健康診査と同様の項目で、18歳から39歳の方に対し
　て健康診査の機会を提供

■健康づくり支援課
○18歳から39歳までの方の健康診査の医療機関での実施
・40歳以上の方が対象の特定健康診査と同様の項目で、18歳から39歳の方に対し
　て健康診査の機会を提供

・特定健診受診券と合わせてがん検診の受診案内を送付（送付件数30,805通）
・電話での受診勧奨（40歳到達者や連続未受診者を対象。架電件数1,218人）
・ハガキでの受診勧奨（前年度新規受診者や連続未受診者を対象。
　送付件数3,259通）
・健診PR（広報紙、ポスター、市ホームページ、市役所庁舎内コミュニティビジョン）
・事業者健診の健診会場で健診結果提供の呼びかけ
・特定健診実施指定医療機関で医療機関からの受診勧奨

・特定健診受診券と合わせてがん検診の受診案内を送付（送付件数29,206通）
・電話での受診勧奨（40歳到達者や連続未受診者を対象。架電件数2,050人）
・ハガキでの受診勧奨（前年度新規受診者や60歳代連続未受診者のうち、特定健
　診対象医療機関を受診した方を対象。送付件数4,264通）
・通知での受診勧奨（県健康マイレージ参加者への通知221通）
・健診PR（広報紙、ポスター、市ホームページ、市役所庁舎内コミュニティビジョン）
・事業者健診の健診会場で健診結果提供の呼びかけ
・特定健診実施指定医療機関で医療機関からの受診勧奨
・保健指導実施率を上げる為、特定保健指導対象者に対して初回面談を兼ねた講
　座（体成分測定会）を開催する。

特定健診、特定保健指導の受診率（実施率）が目標
値を達成していない。
受診率向上の為、特定健診実施指定医療機関との
連携が必要不可欠であるが、その具体的方法につ
いて。

（１）特定健康診査等
　・生活保護対象者等健康診査　対象者７０７人　受診者１１０人
　 受診率１５．６％
　・３０歳代健康診査　受診者１８３人
　　実施方法
　　個別健診　：特定、後期高齢者、生活保護等健康診査は、市内指定医療機関で
　　　　　　　　　　実施。
　　集団健診　：特定と３０歳代健診を保健センターで２５回／年実施。

（１）特定健康診査等（１月末の見込み）
　・生活保護対象者等健康診査　対象者７００人　受診者９５人
　　受診率１３．６％
　・３０歳代健康診査　受診者１５５人
　　実施方法
　　個別健診　：特定、後期高齢者、生活保護等健康診査は、市内指定医療機関で
　　実施。
　　集団健診　：特定と３０歳代健診を保健センターで２５回／年実施。

＜特定健診＞
・ＦＭラジオ、ケーブルテレビ、ＨＰ，市広報紙での受診勧奨
・封筒へ受診促進文書を印刷し健診受診をＰＲ
・特定健診受診強化月間を定め啓発ポスターの掲示や啓発物（ポケットティッシュ）
を
　配布し、健診受診をＰＲ
・受診率の低い地区に特定健診実施の早い段階で受診勧奨チラシの回覧
・未受診者に対して受診勧奨通知を送付
　特定健診受診者　10,431人
　特定健診受診率　41.5％

＜特定健診＞
生活習慣病予防に関する知識の普及を行い、重症化を防ぐとともに、特定健診の受
診率向上ををめざした。
・ＦＭラジオ、ケーブルテレビ、ＨＰ，市広報紙での受診勧奨
・封筒に受診促進文書を印刷し健診受診をＰＲ
・特定健診受診強化月間を定め啓発ポスターの掲示や啓発物（ポケットティッシュ）
を
　配布し、健診受診をＰＲ
・受診率の低い地区に特定健診実施の早い段階で受診勧奨チラシの回覧
・未受診者に対して受診勧奨通知を送付

２）がん検診等（１月末の見込み）
　・胃がん検診　     　 個別検診　     ５，４４６人  /    集団検診　　　４０６人
　・肺検診　　　　　　　  個別検診　 １６，９９９人  /    集団検診　　   ８６７人
　・大腸がん検診　  　 個別検診 　１０，７８７人  /    集団検診　 １，１１７人
  ・前立腺がん検診 　 個別検診      　  ２８２人  /    集団検診　　　　 ７４人
　・肝炎ウイルス検診  個別検診       　 ３８０人
  ・乳がん検診　　　　　個別検診      4，０１６人 /    集団検診　　　 ５４４人
　・子宮がん検診　　　 個別検診   頸部２，０８０人・頸体部　　１，８０１人
　・成人歯科健診　　   個別健診　　　　 １，００５人

（２）がん検診等
　・胃がん検診　     　 個別検診　     ４,５３５人  /    集団検診　　　３１１人
　・肺検診　　　　　　　  個別検診　 １６，６５４人  /    集団検診　　   ９１２人
　・大腸がん検診　  　 個別検診 　１０，５６０人  /    集団検診　 １，１５５人
  ・前立腺がん検診 　 個別検診      　  ３３０人  /    集団検診　　　　 ６３人
　・肝炎ウイルス検診  個別検診       　 ９２０人
  ・乳がん検診　　　　　個別検診      ２，９８５人 /    集団検診　　　 ４４７人
　・子宮がん検診　　　 個別検診   頸部１，２５８人・頸体部　　１，４１２人
　・成人歯科健診　　   個別健診　　　　 ８２４人

がん検診のうち、肺、大腸がん検診の受診者数が伸
びない。肺検診は結核の発見のためにも、検診受診
を周知していく必要がある。

(特定保健指導充実）平成30年度実施分(令和元年度報告分)特定保健指導終了者
の割合17.8％、特定保健指導対象1233人　終了者220人。

(特定保健指導の充実）健診結果とともに特定保健指導の案内を配布。その後、
利用券を個別に送付し、電話勧奨、再度、受講勧奨はがきを通知している。
平成30年度から保健センターの集団健診時に初回面接を分割で実施。
講座・相談は9月から翌4月まで実施している。
1月末現在：特定保健指導利用者数138人。

特定保健指導の対象者に個別に案内を送り、利用
勧奨をしているが利用する人が増えない。

3 



実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

入間市

入間市

入間市

日高市

狭山保健所

①特定健診・各
種がん検診等受
診率の向上と特
定保健指導の充
実

・特定健診の実施（受診率44.6％）・特定保健指導の実施（実施率14.7％）
・各種がん検診等の実施
集団検診については、各種がん検診を同日に複数受診できる検診日を多く設けた。
胃がん集団検診：6回実施、703人受診。
乳がん集団検診：12回実施、524人受診。
乳がん個別検診実施：飯能・日高市内の4医療機関で受診。303人受診。
子宮がん集団検診：12回実施、389人受診。
子宮がん個別検診：飯能日高市内の9医療機関で受診。379人受診。
大腸がん集団検診：24回実施、1672人受診。
肺がん集団検診：12回実施、978人受診。
肺がん個別検診：飯能日高市内の14医療機関で受診。312人受診。
前立腺がん集団検診：1回実施、139人受診。
前立腺がん個別検診：飯能日高市内の33医療機関で受診。117人受診。
骨粗しょう症集団検診：3回実施、424人受診。
・がん検診推進事業の実施（子宮がん・乳がん検診についてクーポン券を発行）
子宮がん検診：集団1人、個別16人受診
乳がん検診：集団45人、個別43人受診
・特定健診時に肺、大腸がんを同時実施（４回）
・特定健診PR・特定健診の受診期間を３月末まで延長・特定健診未受診者への
　勧奨（ハガキ、電話等）・特定保健指導・特定保健指導に関する埼玉医科大学
　との共同研究の実施

・特定健診の実施・特定保健指導の実施
・各種がん検診等の実施
集団検診については、各種がん検診を同日に複数受診できる検診日を多く設けた。
胃がん集団検診：7回実施
乳がん集団検診：12回実施
乳がん個別検診実施：飯能・日高市内の4医療機関で受診。
子宮がん集団検診：12回実施
子宮がん個別検診：飯能日高市内の9医療機関で受診。
大腸がん集団検診：26回実施
大腸がん個別検診：飯能日高市内の２9医療機関で受診。
肺がん集団検診：14回実施
肺がん個別検診：飯能日高市内の12医療機関で受診。
前立腺がん集団検診：1回実施
前立腺がん個別検診：飯能日高市内の37医療機関で受診。
骨粗しょう症集団検診：3回実施
・がん検診推進事業の実施（子宮がん・乳がん検診についてクーポン券を発行）
・特定健診時に肺、大腸がんを同時実施（４回）
・特定健診時に肺、大腸がん、胃がんを同時実施（５回）
・特定健診PR・特定健診未受診者への勧奨（ハガキ、電話等）

・がん検診　若い世代の受診率向上が課題　・特定
健診受診は参加者の目標になりにくい

①、②
・効果的な保健指導支援事業　Ｈ30.10.3　４４人　　11.30　３２人
・特定健診受診率向上事業　　７９０件
・働き盛り世代の健康管理研修会:Ｈ30.12.18（西部地区保健所合同）
　参加者５３人（管内９人）

・管内各市のヒアリング実施（４月～５月）
・効果的な保健指導支援事業　Ｒ1.10.28　４１人　Ｒ2.1.9　６９人
　　Ｒ2.2.5 ７１人
・特定健診受診率向上事業　　８５０件
・市町村健康長寿のための担当者会議　：　Ｒ1.5.13　９人　9.26　１４人

商業施設を利用して健康相談を行うことで、普段健診・がん検診や保健事業を利用
しない方への情報提供を実施する。１３か所　参加者８５４人

特定保健指導を一部業者委託し保健指導の利用率の向上に努めた 特定保健指導を一部業者委託し保健指導の利用率の向上に努める

特定健診・保健指導はＨ20年度４月に開始された。
30年度から第三期が始まった。目標値は二期と変
わらない。
管内の健診受診率は徐々に増加傾向だが目標値
には到達していない。
特定保健指導実施率は目標値よりかなり低い状況
である。
管内市ヒアリングや担当者の研修会を通じて、健診、
保健指導の課題を検討し事業の見直し、対策の立て
方等保険者と共に取り組む必要がある。

商業施設を利用して健康相談を実施し、特定健診・各種がん検診の受診勧奨及び
特定保健指導のPRを実施した。１２か所参加者９７５人

＜がん検診＞
・ＦＭラジオ、ケーブルテレビ、ＨＰ，市広報紙等での受診勧奨
・節目年齢該当者に対して受診勧奨通知を送付
・精検未受診者に対して受診勧奨通知を送付
肺がん検診受診率　22.94％
胃がん検診受診率　5.07％
乳がん検診受診率　18.25％
子宮頸がん検診受診率　18.15％
大腸がん検診受診率　18.98％
成人歯科検診受診率　9.35％

＜がん検診＞
国の指針に準じたがん検診の有効性を周知し、がんの早期発見早期治療につなげ
るとともに、各種がん検診、成人歯科検診の受診率の向上をめざした。
・ＦＭラジオ、ケーブルテレビ、ＨＰ，市広報紙等での受診勧奨
・節目年齢対象者に受診勧奨通知を送付
・精検未受診者に受診勧奨通知を送付
・個別胃がんX線検診を開始して受診者の利便性を図った。
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

所沢市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

飯能地区
医師会

所沢市

飯能市

狭山市

狭山市

入間市

日高市

狭山保健所

②特定健診・特
定保健指導の体
制整備の支援と
実務者の育成

③禁煙支援・受
動喫煙防止対策
の推進

■健康づくり支援課
○保健事業（両親学級・母親学級）における喫煙リスクの周知、特定保健指導の
　実施
○妊娠届出、母子健康手帳交付時の禁煙相談

■健康づくり支援課
○保健事業（両親学級・母親学級）における喫煙リスクの周知、特定保健指導の
　実施
○妊娠届出、母子健康手帳交付時の禁煙相談

・受動喫煙防止対策の推進（認証施設６５０施設）
・改正健康増進法に適切に対応するためH３０年８月～１１月に飲食店における受動
　喫煙防止対策の実施状況に関するアンケートを実施。
・健康増進法の改正により受動喫煙防止に関する新たな認証制度が平成３１年度に
　開始予定。それに伴う対応を進める。
・その他住民や事業所等からの相談に随時対応した。

・受動喫煙防止対策新制度の周知　：　６，３１８件
・受動喫煙防止対策実施施設認証施設数　：　６９件
・受動喫煙防止対策研修会　：　３回
　（10/25　15人　12/6　36人　3/13予定）
・相談・指導件数　：　１０２件
・市町村担当者情報交換　：　１回９人

健康増進法の一部改正について周知に努めた。
2020年４月には第二種施設の原則屋内禁煙が施行
される。基本的には屋内禁煙が望ましいことを普及し
ながら既存特定飲食提供施設の適切な対応をすす
めていきたい。また、埼玉県の新認証制度の指定に
努めたい。

健康増進法の改正に伴い、当市の公共施設における受動喫煙防止対策に関する
基本方針を定めた。

特定保健指導は、保健センター保健師・管理栄養士（臨時・嘱託含む）が保険年金
課の兼務により実施している。研修は、保健所・国保連合会主催の研修会に参加し
ている。

同左

・特定検診及び特定保健指導についてふじみ野市へ視察 ・保健指導に関わる研修会に参加

・パパママ教室（両親学級）において、喫煙リスクの周知
・妊娠届出時に、喫煙リスクについて記載された資料を配布

健康福祉センターで特定健診を受診した方で特定保健指導の対象となる可能性の
ある方に対し、その日のうちに保健指導を実施　８５回 156人

健康福祉センターで特定健診を受診した方で特定保健指導の対象となる可能性の
ある方に対し、その日のうちに保健指導を実施　８３回　　１５５人

■健康づくり支援課
・特定保健指導の質の向上のため、スタッフ間カンファレンスを年10回行い、現状分
　析や課題解決のための検討を行った。

■健康づくり支援課
・特定保健指導の質の向上のため、スタッフ間カンファレンスを年10回行い、現状分
　析や課題解決のための検討を実施。

５月３１日の世界禁煙デーに合わせ喫煙による健康被害の普及啓発キャンペーンを
実施した。また、乳幼児健診や講座等の機会に知識の普及啓発及び情報提供を
行った。

５月３１日の世界禁煙デーに合わせ喫煙による健康被害の普及啓発キャンペーンを
実施した。また、乳幼児健診や講座等の機会に知識の普及啓発及び情報提供を行
う。

・既存の保健関連事業において、喫煙者へ禁煙支援を実施。
・母子健康手帳交付時に、禁煙相談及びパンフレットの配布を実施。
・禁煙外来や禁煙支援薬局等、禁煙相談ができる医療機関を紹介している。

・既存の保健関連事業において、喫煙者へ禁煙支援を実施。
・母子健康手帳交付時に、禁煙相談及びパンフレットの配布を実施。
・禁煙外来や禁煙支援薬局等、禁煙相談ができる医療機関を紹介している。

・市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」及びホームページに受動喫煙や
　喫煙の影響、日本禁煙学会の「禁煙治療に保険が使える医療機関」のリンクを掲
　載する等禁煙に関する情報提供を行った。
・保健センターのがん検診会場、市役所に禁煙週間用のポスターの掲示を行った。
・希望に応じて健康相談や健康教育も実施できる旨をチラシ等で周知を図っている。

・市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」に”卒煙”に関する広告を掲載し
　た。
・ホームページに受動喫煙や喫煙の影響、日本禁煙学会の「禁煙治療に保険が使
　える医療機関」のリンクを掲載する等禁煙に関する情報提供を行ったほか、健康
　増進法の一部改正に伴う変更内容を周知した。
・保健センターのがん検診会場、市役所に禁煙週間用のポスターの掲示を行った。
・希望に応じて健康相談や健康教育も実施できる旨をチラシ等で周知を図っている。

・衛生部門との連携（専任化による課題）
・実施率が思うように延びない（特定保健指導業務委
　託による課題）

＜特定健診＞
・特定健診受診券の見直しを行い、受診券・質問票・受診票を一体化した。

＜特定保健指導＞
・特定保健指導に関わる研修会に積極的に職員を派遣した。
・保健師の国保担当課の専任化や、医師会への特定保健指導の業務委託の開始
　等、体制整備の見直しを進めた。また、業務委託の開始に向けて、医師会と協議・
　調整を行った。

＜特定保健指導＞
・特定保健指導に関わる研修会に積極的に職員を派遣した。
・保健師および管理栄養士（臨職）の国保担当課の専任化を実施した。
・医師会への特定保健指導（動機付け支援区分）の業務委託を開始した。なお、開
　始にあたって、実施機関向けに説明会を実施。また、年度途中で実施のやりにくさ
　等現場の状況を確認するため、アンケートを実施。

各医療機関にて積極的に行っている。 各医療機関にて積極的に行っている。
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

入間地区
医師会

飯能地区
医師会

狭山市
医師会

所沢市

飯能市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

④糖尿病対策の
推進

■保険年金課
○糖尿病性腎症重症化予防対策事業の実施
・受診勧奨60名
・保健指導実施5名

■保険年金課
○糖尿病性腎症重症化予防対策事業の実施
・受診勧奨38名
・保健指導実施5名

かかりつけ医からは推薦を多くいただいたが、参加
者の同意が得られず保健指導参加者数が少なかっ
た。

埼玉県による糖尿病性腎症重症化予防対策事業に参加し、糖尿病が重症化するリ
スクが高い未受診者・受診中断者を医療に結びつけるとともに、糖尿病性腎症で治
療中の患者のうち、重症化するリスクの高い通院患者に対して保健指導を行い、人
工透析への移行を防止する。
・保健指導　１５人
・継続支援　５人
・受診勧奨　通知による勧奨　１７０人（１回目）、１１４人（２回目）
　　　　　　　  電話による勧奨　 ４２人（１回目）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※２回目は令和２年２月に予定

・生活習慣病予防相談の実施（42回　延べ141人）
・生活習慣病重症化予防事業の実施（　7人指導）

・生活習慣病予防相談の実施（34回　延べ104人）（令和２年1月末時点）

・糖尿病性腎症で通院中の患者への保健指導（腎症の病期：２期の場合は保健指
導
　４回、参加者１１人）（腎症の病期：３期４期または不明の場合は保健指導７回、参
　加者３人）
・糖尿病性腎症重症化予防事業の保健指導修了者への継続支援（保健指導２回、
　参加者５人）
・特定健診結果の糖尿病関係異常値放置者への医療機関への受診勧奨（通知書
　発送１回目、対象者２０３人・通知書発送２回目（１回目の勧奨後受診していない
　人）、対象者１１７人）（電話による勧奨１回目、対象者４９人・電話による勧奨２回
　目（２回目の通知による勧奨対象者）、対象者２６人）
　※電話による勧奨は電話番号が判明した人のみ対象

特定健診結果等による早期予防対策、指導を図る。 糖尿病予防策として、市関係各課と協力して重症化予防事業の充実。

○市とタイアップし糖尿病性腎症重症化予防事業（県共同事業）を実施。
○「入間市糖尿病を考える会」などの勉強会を持続的に開催。

糖尿病予防、早期発見を特定健診等で行っている（含糖尿病症腎予防プログラム） 糖尿病予防、早期発見を特定健診等で行っている（含糖尿病症腎予防プログラム）

・埼玉県、埼玉県医師会及び埼玉糖尿病対策推進会議が策定した糖尿病性腎症重
　症化予防プログラムに基づき埼玉県国民健康保険団体連合会が実施する「生活
　習慣病重症化予防対策事業」に参加し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診
　者・受診中断者を医療に結びつけるとともに、糖尿病性腎症で通院する患者のう
　ち、重症化するリスクの高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行を防
　止した。
　また、過年度の保健指導修了者のうち、希望者へのフォローアップとして継続支援
　を実施した。
　[平成30年度実績]
受診勧奨通知発送者　　   ：　158人
保健指導参加同意者数　  ：   58人
保健指導修了者数　　　　  ：   50人
継続支援参加者数            ：   22人

■健康づくり支援課
○個別相談
・健康相談（年１２回）、栄養相談(４２回）の実施
○集団健康教育
・栄養学セミナー(年６回）、血糖値改善教室（年１回：７回コース）の実施

・糖尿病予防教室
　特定保健指導対象外の方を対象に案内を個別通知し、延べ66人に実施。6回
　１コース、実施期間３ヶ月間。血液検査を１回目・５回目の2回行い、教室での取
　り組みを評価している。
・非肥満高血糖者を対象に健康講座を2回実施。参加人数58人。

・糖尿病予防教室
　特定保健指導対象外の方を対象に案内を個別通知し、延べ65人に実施。6回
　１コース、実施期間３ヶ月間。血液検査を１回目・５回目の2回行い、教室での取
　り組みを評価している。
・非肥満高血糖者を対象に健康講座を3回実施予定。定員75人。

■介護福祉課
〇認知症施策
・認知症初期支援事業の充実

・埼玉県、埼玉県医師会及び埼玉糖尿病対策推進会議が策定した糖尿病性腎症重
　症化予防プログラムに基づき埼玉県国民健康保険団体連合会が実施する「生活
　習慣病重症化予防対策事業」に参加し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診
　者・受診中断者を医療に結びつけるとともに、糖尿病性腎症で通院する患者のう
　ち、重症化するリスクの高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行を防
　止した。
　また、過年度の保健指導修了者のうち、希望者へのフォローアップとして継続支援
　を実施した。
・継続支援修了者に対し、独自で電話または通知によるフォローアップを実施した。
　[令和元年度実績（見込）]
受診勧奨通知発送者　　       ：　164人
保健指導参加同意者数　      ：   82人
保健指導修了者数（見込）     ：   67人
継続支援参加者数（見込）     ：   20人

・対象者の事業への参加率のさらなる向上

○市とタイアップし糖尿病性腎症重症化予防事業（県共同事業）を実施。
○「入間市糖尿病を考える会」などの勉強会を持続的に開催。
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

④糖尿病対策の
推進

狭山保健所

入間地区
医師会

飯能地区
医師会

所沢市

飯能市

狭山市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

⑤健康づくりに関
する知識の普及

・研修会（糖尿病に対する理解と重症化予防の効果的な取り組み）
　Ｒ2.1.9　６９人　　Ｒ2.2.5（実施予定）

糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・受診中
断者を医療に結びつけ、糖尿病性腎症で重症化する
リスクの高い通院患者に対して保健指導を行い、人
工透析への意向を防止することを目的としている。保
健所は研修会等を実施し、保健指導従事者のさらな
るスキルアップを図ることが重要である。

小中学校、自治会、老人会等への講師派遣による健康教育の実施
７４回参加者２０２０人

小中学校、自治会、老人会等への講師派遣による健康教育の実施
７４回参加者１４４５人

各地区公民館において健康アップ教室を実施　　参加者１１６人 各地区公民館において健康アップ教室を実施　７回　参加者１７８人

生活習慣病予防啓発用ポスターの配付（３２３枚） 生活習慣病予防啓発用ポスターの配付（３２８枚）

各種パンフレットの配付（「糖尿病の重症化を予防するために」「健康バランス食生
活」「今日からできる認知症予防」、各１,０００部）

各種パンフレットの配布（「はじめよう　セルフメディケーション」「今日から始める
ウォーキングガイドブック」、各１，１００部　「メタボリックシンドローム」、１，０００部）

生活習慣病の予防や健康づくりの知識の普及啓発のため「生活習慣改善セミナー」
を実施　年２回　７１人参加

生活習慣病の予防や健康づくりの知識の普及啓発のため「生活習慣改善セミナー」
を実施　１回　参加者５６人

健康レベルアップキャンペーンの実施（平成３０年５月２２日～５月２５日開催、延べ１
９９人）

健康レベルアップキャンペーンの実施（令和元年５月２１日（火）～２４日（金）開催、
延べ182人）

食生活カレンダーの配付（１,０００部） 食生活カレンダーの配付（１,０００部）

■健康づくり支援課
○「はんのう健康まつり」を開催した（８３０名）。

■健康づくり支援課
○「はんのう健康まつり」を開催した（８４０名）。

・歯と口の健康週間行事（6月)・健康まつり（11月）等の各種イベント会場に於いて食
　育・生活習慣病予防関連情報の掲示と相談等を実施した。特に健康まつりでは医
　師会の協力の下、血糖値測定を行った。
・地域住民・団体から依頼を受け健康教育を実施した。加えて、職域の分野におい
　ても、市の保健事業を活用促進と、生活習慣病予防の啓発を目的に、情報誌を
　作成し、労働基準協会の機関誌に同封する等して市内の２００事業所に情報を提
　供している。
・健康まつり（11月）や栄養講習会（12月）等の各種イベント会場において食育・生活
　習慣病予防関連情報の掲示と相談を実施した。

ジェネリック医薬品差額通知書の発送（平成３０年１０月発送〔平成３０年７月診療分
対象〕、５４３件）、（平成３１年３月発送４１９件〔平成３１年１月診療分〕

ジェネリック医薬品差額通知書の発送、（令和元年１０月発送３９３件〔令和元年７月
診療分対象〕）(令和２年３月発送予定）

高血圧者に対する医療機関への受診勧奨（通知書発送１回、対象者１６９人） 高血圧者に対する医療機関への受診勧奨（通知書発送１回、対象者１５６人）

・歯と口の健康週間行事（6月）健康増進普及月間イベント（9月）健康まつり（11月）
　等の各種イベント会場に於いて食育・生活習慣病予防関連情報の掲示と相談等
　を実施した。
・地域住民・団体から依頼を受け健康教育を実施した。加えて、職域の分野におい
　ても、市の保健事業の活用を利用してもらえるよう、情報誌を作成し、労働基準
　協会の機関誌に同封する等して市内の２００事業所に情報を提供している。
・食育月間イベント（6月）、健康まつり（11月）等の各種イベント会場において食育・
　生活習慣病予防関連情報の掲示と相談を実施した。

健康づくり講演会
　開催日時：平成３０年１２月８日（土）１３時開演　会場：狭山市民会館大ホール
　講演内容：「すべての人に健康を！生活習慣病予防と看護」
　講師：西武文理大学看護学部看護学科　教授　神庭純子氏
　参加者：２８３人

健康づくり講演会
　開催日時：令和元年１２月１４日（土）１３時開演　会場：狭山市民会館小ホール
　講演内容：「認知症をよせつけない！正しい認知症予防の知識」
　講師：医療法人尚寿会　あさひ病院　　西村由美子　氏
　参加者：２４１人

医師会で市民講座等行っている 医師会で市民講座等行っている

○健康づくりに関する講演会、イベントへの医師の派遣。
○各種啓発、ＰＲポスター等の医療機関への積極的な掲示。

○健康づくりに関する講演会、イベントへの医師の派遣。
○各種啓発、ＰＲポスター等の医療機関への積極的な掲示。
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実施主体 平成３０年度の実績主な取組
取組内容・実績 取組推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

日高市

狭山保健所

狭山保健所

⑤健康づくりに関
する知識の普及

・給食施設講習会：H30.6.20　１３１人　H30.8.9　３４１人　H31.2.20　６６人
・働き盛り世代の健康管理研修会　：　H30.12.18　５３人
・食生活改善推進員研修会　：　H30.10.29　６８人
・健康長寿サポーター養成研修：H30.5.29　２５８人　H30.10.18　１８人

・給食施設講習会　：　R1.6.13　２８９人　　Ｒ2.9.24　53人
　Ｒ2.2.13　２９人　　Ｒ2.3.13（実施予定）
・食生活改善推進員研修会　：　Ｒ1.9.26　６４人
・健康長寿サポーター養成研修　：　Ｒ1.10.25　１５人　Ｒ2.3.13（実施予定）

「埼玉県健康長寿計画」に基づき健康づくり事業を展
開するとともに、地域課題の把握・分析、地域特性を
踏まえた事業の企画、提案を行う。
給食施設を通じた地域・職域の取組みをすすめ壮年
期の健康づくりに働きかける。

・食品表示法に基づく栄養成分表示指導：２５件
・健康づくり協力店　店舗数：１１９件
・歯科口腔保健連携推進会議：H31.1.24　３１人

・食品表示法に基づく栄養成分表示指導：３７件
・健康づくり協力店　店舗数：１１９件　２月～３月指定予定
・歯科口腔保健連携推進会議：Ｒ１.12.12　３５人

・食品表示については、令和２年３月３１日に旧法の
経過措置期間が終了する。相談、苦情等に対応しな
がら、適切な食品表示の普及・啓発を図る。

・各種健康教室の実施（7回1,277人）
 このうち、埼玉県健康マイレージ参加者を対象とした健康教室「測定＆講座ウォー
キングの効果を高めて健康アップ」（全5回）も実施した。

・運動や食事に関する各種健康教室を実施、公民館との共同開催で参加者増加に
　努める。
・12月の特定健康診査受診を目標とし、全5回の教室・教室実施期間中に全3回の
　おたよりを発行した。
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飯能地区
医師会

所沢市

所沢市

狭山市

①小児救急医療
体制の充実・強
化

小児科第二次救急医療体制の再構築を支援するため、引き続き、日曜、休日、年末
年始（12/29～1/3）の昼間に休日診療を行なった。
また、狭山市・入間市合同で一週間を通して夜間の初期救急診療を行った。

【休日診療】
○診療日・・・日曜日、休日、年末年始（12/29～1/3）
○診療科目・・・内科、外科、小児科、歯科
○診療時間・・・内科、外科、小児科　　午前９時から正午、午後１時から午後５時
　　　　　　　　　歯科　 午前９時から正午（GW（4/28～5/6）と年末年始は午後１時か
ら
                            午後３時も診療）

【夜間診療】
○診療日・・・火曜日、水曜日、金曜日（12/31～1/2を除く）
○診療科目・・・内科、小児科
○診療時間・・・午後７時３０分から午後１０時３０分

小児科第二次救急医療体制の再構築を支援するため、引き続き、日曜、休日、年末
年始（12/29～1/3）の昼間に休日診療を行なった。
また、狭山市・入間市合同で一週間を通して夜間の初期救急診療を行った。

【休日診療】
○診療日・・・日曜日、休日、年末年始（12/29～1/3）
　（診療日数：７３日）
○診療科目・・・内科、外科、小児科、歯科
○診療時間・・・内科、外科、小児科　　午前９時から正午、午後１時から午後５時
　　　　　　　　　 歯科　　午前９時から正午（GW（5/3～5/5）と年末年始は午後１時
　　　　　　　　　　　　　から午後３時も診療）
○患者数・・・３，０３７人（医科：２，８７３人、歯科：１６４人）

【夜間診療】
○診療日・・・火曜日、水曜日、金曜日（12/31～1/2を除く）
　（診療日数：１５４日）
○診療科目・・・内科、小児科
○診療時間・・・午後７時３０分から午後１０時３０分
○患者数・・・４９８人

医師会、医療機関、市、保健所、消防本部

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績

取組内容・実績

令和元年度（予定含む）

実施主体

実施主体

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（２）

小児救急医療

②子供の急病等に関する情報提供の強化

休日や夜間においても、急病や事故に遭った子供が必要な医療を適切に受けられるよう、小児救急医療体制の整備を進めます。また、子供の救急に対する保護者の不安を解消するとともに、適正受診について普及啓
発します。

圏域別取組

目標

主な取組

①小児救急医療体制の充実・強化

③小児救急医療を検討するネットワークの機能強化

・輪番制空白日の解消について

・前年度に引き続き、夜間や休日に小児の初期救急医療が提供できるよう、小児夜
　間急患診療・小児深夜帯急患診療、小児科日曜日・休日急患診療などの診療を
　実施。
　（小児夜間急患診療）：日～土曜日
　（小児深夜帯急患診療）：日・火・水・金・土曜日

主な取組

休祝日夜間診療所を夜間　２０時から２２時　　　休祝日　９時から１６時　運営

・前年度に引き続き、夜間や休日に小児の初期救急医療が提供できるよう、小児夜
　間急患診療・小児深夜帯急患診療、小児科日曜日・休日急患診療などの診療を
　実施。
　（小児夜間急患診療）：日～土曜日
　（小児深夜帯急患診療）：日・火・水・金・土曜日

休祝日夜間診療所を夜間　２０時から２２時　　　休祝日　９時から１６時　運営

・狭山保健所及び所沢地区（入間市・狭山市・所沢市）の担当市で「小児科救急輪番
　体制に関する調整会議」に出席し、課題の確認と情報共有を図った。
・月曜日、第2日曜日及び第5日曜日が不在であった、小児科救急医療病院群輪番
　制事業について、平成31年1月よりから、埼玉石心会病院が、第2日曜日を担当
　することになった。

・引き続き、狭山保健所及び所沢地区（入間市・狭山市・所沢市）の担当市で「小児
　科救急輪番体制に関する調整会議」に出席し、課題の確認と情報共有を図った。
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推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績

取組内容・実績

令和元年度（予定含む）
実施主体主な取組

入間市

入間市

入間市

日高市

狭山保健所

飯能地区
医師会

所沢市

所沢市

狭山市

入間市

入間市

日高市

狭山保健所

①小児救急医療
体制の充実・強
化

救急電話相談（＃7119）及び埼玉小児救急電話相談（#8000)について、市公式ホー
ムページ、市公式モバイルサイト、広報いるま、保健情報誌　「健康いるま」に情報を
掲載している。

「県・子どもの救急ミニガイドブック」を市公式ホームページに情報を掲載している。ま
た「新生児訪問」や「こんにちは赤ちゃん訪問」時（両者で全戸訪問）に同冊子を配布
している。

「県・子どもの救急ミニガイドブック」を市公式ホームページに情報を掲載している。ま
た「新生児訪問」や「こんにちは赤ちゃん訪問」時（両者で全戸訪問）に同冊子を配布
している。

・地区医師会等への運営費の助成　・休祝日　・夜間診療所の開設（地区医師会へ
　委託）　・市民への周知（保健事業計画、広報誌、ホームページ等）

ホームページで小児救急電話相談等に関する周知を行った。 ホームページで小児救急電話相談等に関する周知を行った。 効果的な周知方法の確立

・県作成のガイドブックを母子健康手帳交付時に配布　・県の救急電話相談等を
ホームページ等で周知

・市民への周知（広報誌への掲載、県作成パンフレットの配布）

小児科二次救急医療体制の支援や夜間診療所の初期救急医療体制の充実を図る
ため、入間市夜間診療所を開設し、内科・小児科の診療を週４日（日曜・月曜・木曜・
土曜）行っている。なお、狭山市との共同により、一週間を通じた夜間の初期救急医
療体制を整備している。
年間合計診療日数208日、年間患者数1661人（うち0歳：3.07%、1～4歳：23.72％、5～
14歳：36.24％の利用であり、小児科の患者が全患者数の60％以上を占めている。）

小児科二次救急医療体制の支援や初期救急医療体制の充実を図るため、入間市
夜間診療所を開設し、内科・小児科の診療を週４日（日曜・月曜・木曜・土曜）行って
いる。なお、夜間の初期救急医療体制については、狭山市との協同で一週間を通じ
て整備しており、両市民の相互利用を可能としている。
1月末現在診療日数172日、1月末現在患者数1267人（うち0歳：3.08%、1～4歳：
29.99％、5～14歳：35.83％の利用であり、小児科の患者が全患者数の65％以上を
占めている。）

小児科二次救急医療体制の月曜日、第5日曜日昼
間及び全日曜日の夜間が空白である。

小児科二次救急医療体制の月曜日が空白であるため、全ての曜日の診察体制が
確保される様に積極的に働きかける。

※同上

救急電話相談（＃7119）及び埼玉小児救急電話相談（#8000)について、市公式ホー
ムページ、市公式モバイルサイト、広報いるま、保健情報誌　「健康いるま」に情報を
掲載している。

入間市・狭山市それぞれが実施している休日夜間の初期救急医療については、相
互利用が可能となっている。

広報紙やホームページ等で、「子どもの急病時の電話相談」や「休日・夜間の救急診
療体制」について、市民への周知を図った。

広報紙やホームページ等で、「子どもの急病時の電話相談」や「休日・夜間の救急診
療体制」について、市民への周知を図った。

※上記にとりまとめ

・地区医師会等への運営費の助成　・休祝日　・夜間診療所の開設（地区医師会へ
　委託）　・市民への周知（保健事業計画、広報誌、ホームページ等）

・引き続き、市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」に救急医療に関する
　ページを設けて周知に努めたほか、市ホームページ等を通じて、埼玉県救急
　電話相談（＃7119）の周知を図った。

・引き続き、市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」に救急医療に関する
　ページを設けて周知に努めたほか、市ホームページ等を通じて、埼玉県救急
　電話相談（＃7119）の周知を図った。

・ところざわほっとメール（情報メール配信サービス）での情報提供を継続して実施。
・小児急患診療に係るポスターと案内カードを市内109か所に配布。
・広報ところざわに、毎月の休日及び夜間・深夜の診療情報を掲載。

・ところざわほっとメール（情報メール配信サービス）での情報提供を継続して実施。
・小児急患診療に係るポスターを市内109か所に配布。
・広報ところざわに、毎月の休日及び夜間・深夜の診療情報を掲載。

②子供の急病等
に関する情報提
供の強化

♯８０００などの利用を推進している。 ♯８０００などの利用を推進している。

①、③
小児二次救急の輪番空白日解消等のため、関係医療機関、医師会、市と調整を図
るとともに、所沢地区救急医療対策協議会及び実務者による調整会議を実施した。

①、③
小児二次救急の輪番空白日解消等のため、関係医療機関、医師会、市と調整を図
るとともに、所沢地区救急医療対策協議会及び実務者による調整会議を実施した。

小児科医師の確保
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推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績

取組内容・実績

令和元年度（予定含む）
実施主体主な取組

飯能地区
医師会

所沢市

狭山市

所沢地区の小児科二次救急医療体制の再構築を引き続き、入間市及び所沢市と共
に狭山保健所に要請した。
【所沢地区小児二次救急医療体制】
火曜日・水曜日・第３日曜日昼間（入間川病院）、木曜日・土曜日（西埼玉中央病
院）、金曜日・第２・第４日曜日（埼玉石心会病院）、第１日曜日昼間（狭山厚生病院）
週７日の診療体制

所沢地区の小児科二次救急医療体制の再構築を引き続き、入間市及び所沢市と共
に狭山保健所に要請した。
【所沢地区小児二次救急医療体制（令和2年1月末現在）】
火曜日・水曜日・第３日曜日昼間（入間川病院）、木曜日・土曜日（西埼玉中央病
院）、金曜日・第４日曜日（埼玉石心会病院）、第１日曜日昼間（狭山厚生病院）週７
日の診療体制

担当医不在の夜間や休日の小児救急患者に対応す
べく、第二次小児救急医療体制の整備促進のため、
早急な医師等の確保が必要

・市の小児初期救急医療の推進について総合的に協議するため、「所沢市小児初
 期救急医療推進ネットワーク協議会」を年2回（10月、1月）開催し、情報の交換、
 施策の提案等を行った。
・所沢地区小児科救急医療病院群輪番制事業等の協議を通じ、県及び所沢地区
　（所沢市、入間市、狭山市）間での関係強化に努めた。

・市の小児初期救急医療の推進について総合的に協議するため、「所沢市小児初
 期救急医療推進ネットワーク協議会」を年2回（10月、2月）開催し、情報の交換、
 施策の提案等を行った。
・所沢地区小児科救急医療病院群輪番制事業等の協議を通じ、県及び所沢地区
　（所沢市、入間市、狭山市）間での関係強化に努めている。

病診連携を飯能、日高市内・埼玉医科大学等と行っている。 病診連携を飯能、日高市内・埼玉医科大学等と行っている。 いわゆるコンビニ受診がまだ多い

③小児救急医療
を検討するネット
ワークの機能強
化
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所沢市

飯能市

飯能市

①精神疾患への
正しい知識の普
及

■介護福祉課
〇認知症対策
・アルツハイマーデーに合わせた特別展示を市立図書館（平成30年9月1日～10月
　8日）で実施、講演会は平成30年10月7日実施し、204人の参加があった。
・認知症サポーター養成講座　19回　　615人
・認知症サポーターステップアップ講座　1回　33人

■介護福祉課
〇認知症施策
・認知症ケアパスの普及
・アルツハイマー月間に普及活動を実施（市民公開講座、図書館特別展示、映画
　上映、出張版ひだまりカフェの実施
・認知症サポーター養成講座と認知症サポーターステップアップ講座の実施
・高齢者等徘徊SOS模擬訓練（ひとり歩きやさしい声かけ訓練）の実施

■介護福祉課
より多くの市民が認知症に関する正しい知識と理解
を身に付けるため、さまざまなイベントや講座をとお
して普及に努めているが、今後も継続的に認知症の
方が受け入れられる地域を目指し、地域での見守り
体制のネットワークを構築していく必要がある。
また、若年性認知症への支援を充実していくことが
課題である。

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（３）

精神疾患医療

心の健康の保持・増進を図り、症状やニーズに応じた保健・医療・福祉サービスが速やかに受けられる支援体制を整備します。

圏域別取組

目標

保健所、市、医師会、医療機関、薬剤師会、消防、福祉機関、教育機関、労働機関

実施主体

④措置入院者の退院後支援を含む精神障害の地域包括ケアシステムの構築

令和元年度（予定含む）

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

実施主体

・こころの健康講座等の実施
一般市民向け講座 6回　延べ  356人
当事者家族向け講座2回　延べ   85人
・各種疾患のつどい（うつ病、強迫性障害、発達障害）60回　延べ  463人
・所沢こころの美術展4日間 延べ 2,533人

・こころの健康講座等の実施
一般市民向け講座  7回　延べ  500人
当事者家族向け講座  2回　延べ　  70人
・各種疾患のつどい（うつ病、強迫性障害、発達障害）60回　延べ400人
・所沢こころの美術展   4日間 延べ 2,849人

・引き続き事業を実施し、精神保健及び精神障害に
　ついて普及啓発を行い市民の理解を深めていく必
　要がある。

平成３０年度の実績

■健康づくり支援課
○精神保健事業
・こころの健康づくりの集い（講演会：年1回　2月23日　参加者60人）
○自殺対策事業
・体制整備：飯能市自殺対策計画いのち・つなげる　策定（基本方針：生きることの包
　括的支援体制の確立）
・啓発普及事業
・こころの健康づくりの集い（人材育成：年1回　2月23日　参加者50人）
・自殺予防週間特別展示「いのち・つなげる」
・自殺対策強化月間特別展示「いのち・つなげる」
・人材育成：ゲートキーパー（こころの健康づくりサポーター）養成
○アルコール健康障害対策
・アルコール関連問題啓発講座（年1回　11月9日　参加者18人）
・アルコール節酒指導HAPPYプログラム(2回/1クール；実参加者数15人）
・新成人への啓発　（市成人式にてリーフレット対面配布：300部、一気飲み防止、
　飲酒運転禁止）

■健康づくり支援課
○自殺対策事業
・啓発普及事業
・こころの健康づくりの集い（講演会：年1回　8月31日　参加者88人）
・自殺予防週間特別展示「いのち・つなげる」
・人材育成　関係者向け研修会　グリーフケア技術習得　定員30人（予定）
・自殺対策強化月間　自殺対策パンフレット窓口配布
○アルコール健康障害対策
・アルコール関連問題啓発講座（年1回　11月8日　参加者18人）
・アルコール節酒指導HAPPYプログラム(2回　参加者延べ19人）

主な取組

②精神保健医療福祉に関する相談窓口の充実
主な取組

取組内容・実績

①精神疾患への正しい知識の普及

③精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供
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実施主体
令和元年度（予定含む）

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績主な取組

取組内容・実績

狭山市

入間市

入間市

入間市

入間市

入間市

日高市

日高市

狭山保健所

①精神疾患への
正しい知識の普
及

精神障害者家族会及び近隣精神科医療機関等で実施する家族講座、家族会、創
作作品点等に関する広報掲載を実施

①家族会開催…６月、９月、３月広報掲載
②家族学習会実施…８月広報掲載
③ひきこもり講演会…１０月広報掲載
④発達障害者就労支援センター（ジョブセンター）紹介…１１月広報掲載
⑤障がい者の美術作品等の展示出品会紹介…１０，１２月広報掲載

障がい福祉課では、特に『精神疾患医療』に関する
事業というより障がい者施策全般の中に「精神障害
者」も位置付けるという考え方であることから、精神
疾患医療に特化した事業はほぼない状況です。
ただ、今後も「精神障害者」が福祉サービスの受益者
であるという視点から、積極的な広報やホームペー
ジの活用を推進します。

・こころの健康に関する教室及び講演会の開催（各年1回、延べ３１人）
・ゲートキーパー養成講座の開催（市民向け年1回、延べ１９人）
・うつ病家族交流会の開催（年１２回、延べ３７人）
・健康まつりにてこころの健康に関する情報及び体験コーナーの実施

・こころの健康に関する教室及び講演会の開催（各年1回）
・ゲートキーパー養成講座の開催（民生委員等向け年1回、延べ９４人）
・うつ病家族交流会の開催（年１２回）
・健康まつりにてこころの健康に関する情報及び体験コーナーの実施

精神保健福祉講演会の実施　「発達に特徴のある子の力を伸ばす関わりと空間づく
りのコツ」　２回講座/年　（参加者　延１５３人）　　「思春期のこころの理解～精神疾
患への気づきと関わり方～」　１回講座/年　（参加者４５人）

精神保健福祉講演会の実施　「こころに寄り添うコミュニケーションを磨く！～ゲート
キーパー養成講座～」　２回講座/年　（参加者　見込延１９０人）

自殺予防週間街頭キャンペーンの実施　（入間市駅・武蔵藤沢駅にて啓発グッズ２０
００個）の配布

自殺予防週間街頭キャンペーンの実施　（入間市駅・武蔵藤沢駅にて啓発グッズ２３
５０個）の配布

認知症サポータ―養成講座の開催（２８回開催　のべ１，４２９人参加） 認知症サポータ―養成講座の開催（３６回開催　延　１，６９０人参加）
住民へのPRの実施（市広報９/１で特集ページ掲載、市民ホールへの展示）

統合失調症講座の実施　２回講座/年　（参加者　延８８人） 統合失調症講座の実施　２回講座/年　（参加者　延３４人）

・自殺対策公開講座　「地域支援者のための“こころの相談”パワーアップ講座」
　10月29日　参加者73人
・ひきこもり公開講座　「ひきこもりの理解を深めるために～関わりのポイント～」
　11月9日　参加者49人
・精神保健関係者研修　「ギャンブル等の依存関連問題のとらえ方と支援について
　考える」　2月26日　参加者52人

・ひきこもり公開講座「ひきこもりから元気になるために家族のできること」
　9月9日　参加者80人
・管内精神保健福祉担当者研修会「相談支援の基本」
　9月19日　参加者60人
・アルコール依存症研修会(3回ｺｰｽ)　参加者計85人

発達障害者支援事業講演会の実施　「発達が気になるお子さんへの関わり方」　１
回/年　（参加者　５７人）

発達障害者支援事業講演会の実施　「発達に個性のある子への対応のポイント」
１回/年　（参加者　４４人）

精神疾患への正しい知識の普及
  ・自殺対策講演会「命の守り方 ～子どもと若者の生きづらさを考える～」
　　講師：東京未来大学　教授・臨床心理士　須田　誠　氏
　　開催日時：平成３０年１０月４日実施　　対象：市民７３人
  ・こころの健康講座「精神科医によるこころに優しい落語会」
　　開催日時：平成３０年１１月１２日実施　対象：市民８６人
  ・自殺対策研修会「うつや不安な気持ちを抱えた人の支え方、寄り添い方に
　　ついて」
　　講師：NPO法人　メンタルレスキュー協会　小野田　奈美　氏
　　開催日時：平成３１年３月２０日実施予定　対象：市民　定員８０人

精神疾患への正しい知識の普及
・自殺対策研修会～身近な方の「死にたい気持ち」を理解するために～
　講師：講師：NPO法人　メンタルレスキュー協会　本多　昌子　氏
　開催日時：令和元年８月２１日実施予定
　対象：市職員及び医療福祉関連機関職員　７４人
・自殺対策講演会「あなたが大切な人にできること～うつ蔓延社会を
　　　　　　　　　　　　うつ円満社会へ～」
　講師：株式会社　ありがトン代表
　　　　　うつ専門カウンセラー（精神保健福祉士）澤登　和夫氏
　開催日時：令和元年９月２５日実施　　対象：市民１１０人
・自殺対策講演会「職場や生活の中でできるストレスマネジメント
　　　　　　　　　　　　～こころの余裕の作り方～」
　講師：一般社団法人心理支援ネットワークPLUS
　代表理事・臨床心理士　大林　裕司氏
　開催日時：令和元年１０月２９日実施
　対象：市内在住在勤５８人
・自殺対策講座「人はなぜ依存症になるのか
　～アルコール、ギャンブル、インターネットなど～」
　講師：医療法人　榎本クリニック　精神保健福祉士　伊藤　彰彦氏
　開催日時：令和２年１月３０日実施　対象：市民５６人
・自殺対策研修会～身近な方の「死にたい気持ち」を理解するために～
　講師：NPO法人　メンタルレスキュー協会　小野田　奈美　氏
　開催日時：令和２年３月２６日実施予定　対象：市民　定員３０人
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実施主体
令和元年度（予定含む）

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績主な取組

取組内容・実績

所沢市

飯能市

飯能市

飯能市

狭山市

入間市

入間市

日高市

狭山保健所

ひきこもり相談　６回/年　　（相談　見込２４件）
※令和元年度より新規事業

・専門相談　  精神保健相談：2回　4件　　ひきこもり相談：3回　4件
・精神保健相談　　訪問：延べ916件　　面接：延べ1,018件
　　　　　　　　　 　　電話：延べ4,826件
・ひきこもり家族の集い　　12回　延べ99人

・精神科医によるこころの健康相談（年６回、延べ１１人）
・精神保健福祉士及び保健師による個別相談（随時、面接相談延べ１８０件、訪問
　相談延べ１５０件、電話相談延べ２，１０８件）

・精神科医によるこころの健康相談（年６回、延べ１５人）
・精神保健福祉士及び保健師による個別相談（随時、面接、訪問、電話相談）

②精神保健医療
福祉に関する相
談窓口の充実

■介護福祉課
〇認知症対策
・認知症相談センターの設置、相談窓口の充実（基幹型・4か所の地域包括支援
　センターに委託）
・認知症初期集中支援事業　対象者5人

■介護福祉課
〇認知症施策
・認知症相談センターの設置、相談窓口の充実（基幹型・4か所の地域包括支援
　センターに委託）
・認知症初期集中支援推進事業の充実

■障害者福祉課
〇障害者相談支援事業における委託相談支援事業所を2か所から4か所に増設した
〇成年後見制度利用支援事業の実施（申立件数0件、報酬助成1件）

■障害者福祉課
〇委託による相談支援事業を地域包括支援センターに併設し4か所で実施した
〇成年後見制度利用支援事業の実施（申立支援件数2件（見込）、報酬助成1件
　（見込））

■障害者福祉課
〇地域生活支援拠点の面的整備に関する協議の中
　で、精神障害に関する相談支援について検討する
〇成年後見利用促進法施行の施行に伴い飯能市成
　年後見制度利用促進審議会の設置について協議
　を開始した

・専門相談　      　精神保健相談：4回 　4件（見込）
　　　　　　　　　　　ひきこもり相談：6回　10件（見込）
・精神保健相談　　訪問：延べ950件（見込）　　面接：延べ950件（見込）
　　　　　　　　　 　　電話：延べ5,000件（見込）
・ひきこもり家族の集い　　12回　延べ90人(見込)

管内市、相談機関との連携を強化し、各機関での事
業の効果的な促進を図る。

精神科医によるこころの相談・もの忘れ相談　４回/年　（相談　９件）

■介護福祉課
支援対象者の早期発見と担当機関への円滑な引き
継ぎ、継続的なフォロー体制の整備をすることが課
題である。

■健康づくり支援課
○精神保健相談・自殺ハイリスク者への相談支援
・保健師（地区担当制）による随時の個別支援（面接・訪問）
・保健所が実施する措置入院者退院後支援への協力
○精神保健事業
・臨床心理士によるこころの健康相談（年4回　予約制　3件/回×4回）
○自殺対策事業
・対面相談支援事業
・「うつに関する相談会」（年2回　9月、3月　予約制　3件/回×2回）
・「うつ病体験者と家族の集い」（年6回）
○アルコール健康障害対策
・酒害相談会（年12回）

■健康づくり支援課
○精神保健相談・自殺ハイリスク者への相談支援
・保健師（地区担当制）・精神保健福祉士による随時の個別支援（面接・訪問）
・保健所が実施する措置入院者退院後支援への協力
○精神保健事業
・臨床心理士によるこころの健康相談（年4回　予約制　3件/回×4回）
○自殺対策事業
・対面相談支援事業
・「うつに関する相談会」（年2回　9月、3月　予約制　3件/回×2回）
・「うつ病体験者と家族の集い」（年6回）
・ピアサポート相談会・交流会　参加者25人（こころの健康づくりの集いに
　併せて実施）
○アルコール健康障害対策
・酒害相談会（年12回）

精神科医によるこころの相談・もの忘れ相談　４回/年　（相談　１１件）

精神保健福祉に関する相談窓口の充実
・ゲートキーパー研修
　開催日時：令和元年８月２１日　対象：市職員及び医療福祉関連機関職員７４人
・精神保健相談１０件（奇数月開催）令和２年１月時点　（３月末見込　１３件）
・こころの相談１３件（遇数月開催）令和２年２月時点（予約申し込み時点）
・個別相談（随時）
・相談機関周知用ポケットティッシュの配布（随時）➡保健センター、
　市内サービス支援事業所

・随時相談（メール、電話、来所、訪問）　　　 延べ  8,029件
・精神科医師による精神保健専門相談事業  12回 延べ23人
・思春期こころの健康相談事業　　　　　　　　  10回 延べ18人

・随時相談（メール、電話、来所、訪問）延べ  8,000件
・精神科医師による精神保健専門相談事業 12回 延べ20人
・思春期こころの健康相談事業　　12回 延べ20人

・精神保健福祉担当職員の相談技術の向上が課題
　である。

今までは成人対象の相談が多かったが、ここ数年は
10代の精神保健相談が増加しており、対応策を検討
していく必要がある。

精神保健福祉に関する相談窓口の充実
  ・ゲートキーパー研修
    開催日時：平成３０年７月３１日　対象：市職員及び医療福祉関連機関職員６５人
  ・精神保健相談１２件（奇数月開催）平成３１年１月時点　（３月末見込　１４件）
  ・こころの相談１６件（遇数月開催）平成３１年２月時点（予約申し込み時点）
  ・個別相談（随時）
  ・相談機関周知用ポケットティッシュの配布（随時）➡保健センター、
　　市内サービス支援事業所
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実施主体
令和元年度（予定含む）

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
平成３０年度の実績主な取組

取組内容・実績

所沢市

飯能市

狭山市

狭山保健所

飯能市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

日高市

狭山保健所

④措置入院者の
退院後支援を含
む精神障害の地
域包括ケアシス
テムの構築

・精神科受療への緊急介入・支援（通年）　229件

■障害者福祉課
〇予防的訪問支援体制の構築
・保健所との協働による多職種訪問支援チームの構
　築が課題となっている
〇在宅支援の支え手の確保
・相談支援専門員、介護支援専門員、ホームヘル
　パー、訪問看護師等の確保について課題となっ
　ている
〇ピアサポーターを活用した地域移行・地域定着、
　地域生活支援に関する取組の充実
・ピアサポートメンバーによる友愛訪問活動につい
　て、精神科医療機関との受入調整が課題となっ
　ている。

件数の増加に対応できる体制整備

・精神障害者支援地域協議会（代表者会議）　12月25日　参加者39人
・精神障害者地域支援体制構築会議　12月25日　参加者45人
・精神障害者地域移行支援事業連絡会　2回　参加者44人
・精神障害者相談支援従事者専門研修　1月25日　参加者66人
・措置入院者解除後支援検討会議　年24回

・精神障害者支援地域協議会（代表者会議）　10月29日　参加者34人
・精神障害者地域支援体制構築会議　10月29日　参加者39人
・精神障害者を地域で支えるシステム構築事業連絡会　2回　参加者39人
・精神障害者を地域で支える地域包括ケアシステム構築推進研修　1月23日
　参加者53人
・措置入院者解除後支援検討会議　年24回

・地域支援機関の連携体制の強化
・地域支援従事者のスキルアップ

■介護福祉課
〇地域包括ケアシステムの構築
・認知症施策の推進　（認知症カフェ９か所で実施、認知症初期支援事業では専門
　職がチームで関わることで、医療機関等に繋がっている。）

■介護福祉課
〇認知症施策
・認知症初期支援事業の充実

■介護福祉課
・認知症の方が地域で生活する場合は、医療機関と
　連携をとりながら支援を継続していく必要がある。

精神保健福祉医療地域連携会議の開催　１回/年　３３機関　（参加者５６人） 精神保健福祉医療地域連携会議の開催　２回/年　（参加者　延べ８８機関１１７人）

■医療政策室
○市訪問看護ステーションによる訪問看護（医療保険）の実施

■障害者福祉課
〇飯能市障害者支援協議会に精神保健福祉ワーキンググループを設置し協議を
　行った（年4回）
○精神保健福祉フォーラムの開催
・テーマ　精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
・対象　介護支援専門員他関係機関職員
・参加者82人

■障害者福祉課
〇飯能市障害者支援協議会に精神保健福祉ワーキンググループを設置し協議を
　行った（年6回）
〇人材育成
障害者支援協議会介護支援専門員協議会共催研修会
・テーマ　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について
・対象　介護支援専門員、相談支援専門員、関係機関・団体職員及び当事者会メン
バー
・参加者101人
〇精神保健福祉フォーラムの開催（3月12日実施予定）
・テーマ　精神障害者ピアサポート活動の推進

・精神科受療への緊急介入・支援（通年）　230件（見込）

■医療政策室
○市訪問看護ステーションによる訪問看護（医療保険）の実施
（訪問件数268件）

③精神疾患の状
態に応じた適切
な医療の提供

地域生活支援体制の充実
  ・ソーシャルクラブ　年４５回実施

地域生活支援体制の充実
  ・ソーシャルクラブ　年４５回実施

・所沢市精神保健福祉担当者連絡会　 1回　42団体参加　出席者63人
・所沢市自立支援協議会こころ部会　　12回　延べ240人
・福祉事業所と事例検討　　　　　　　　　15回　延べ190人
・精神障害者アウトリーチ支援事業の実施　対象者80人

・精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供ができ
　るよう、関係機関同士の顔の見える連携が必要で
　ある。

・所沢市精神保健福祉担当者連絡会 1回　40団体参加　出席者66人
・所沢市自立支援協議会こころ部会　 9回　延べ225人
・福祉事業所と事例検討　　　　　　　　14回　延べ172人
・精神障害者アウトリーチ支援事業の実施　対象者75人

精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供
  ・訪問及び相談に伴い、受診勧奨・受診同行を実施（随時）

精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供
・訪問及び相談に伴い、受診勧奨・受診同行を実施（随時）

精神障害に対応した地域包括ケアシステム構築に関する研修参加及び協議の場の
設置

①令和元年度埼玉県狭山保健所精神障害者地域支援体制構築会議出席
②令和元年度埼玉県狭山保健所精神障害に対応した地域包括ケアシステム構築
　推進研修出席
③令和元年度精神障害者を地域で支えるシステム構築事業連絡会出席
④日高市障害者地域総合支援協議会内に精神障害に対応した地域包括システム
　構築の協議の場を設置（７月、３月開催：延３８人参加予定）

現時点では、精神障害にも対応した地域包括システ
ムの構築に関して全体像がつかめない状況であるこ
とから、今後課題を感じることとなりそうです。
ただ、法的な根拠や予算措置の無い中で、市独自の
システム構築を検討していくことの困難さを感じてい
ます。現状では、ピアスタッフの創設や近隣の精神科
医療機関等と連携して徐々に退院支援を積み重ね
るくらいしか思いつきません。

・ソーシャルクラブの実施（週1回、年４７回、延べ２４６人） ・ソーシャルクラブの実施（週1回）
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所沢市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

狭山保健所

・助産師による、妊娠届け出時の面接や産後間もない産婦への電話相談（延べ564
　人）　・助産師、保健師による妊産婦の家庭訪問（延べ328人）　・パパママ教室の
　開催（年６回（１コース５回　延べ68人）

・助産師による、妊娠届け出時の面接や産後間もない産婦への電話相談を行い、妊
　産婦に対する相談支援を行った　・助産師、保健師による妊産婦の家庭訪問を実
　施　・パパママ教室の開催（年４回（１コース３回）　延べ110人）（令和2年2月実施
　分まで）

■健康づくり支援課
・子育て世代包括支援センターを設置し、原則、全員、妊娠届出時に保健師による
　面接を実施し母子健康手帳を交付した。
・妊娠届出から特定妊婦を把握し、個別支援の実施。
・周産期からの虐待予防による医療機関等からの連絡支援による訪問指導の実
施。
・母親学級（3回×6クール）
・母親学級OG会（年6回）
・両親学級
・新生児訪問（乳児家庭全戸訪問事業）

■健康づくり支援課
・子育て世代包括支援センターで、原則、全員、妊娠届出時に助産師または保健師
　による面接を実施し母子健康手帳を交付した。
・妊娠届出時面接から特定妊婦を把握し、個別支援を実施した。
・周産期からの虐待予防による医療機関等からの連絡・連携による訪問指導の
　実施。
・母親学級（3回×6クール）
・母親学級OG会（年6回）
・両親学級 （年4回）
・新生児訪問（乳児家庭全戸訪問事業）

・子育て世代包括支援センター母子保健型1か所、特定型1か所（9月1日～基本型
　へ変更）を設置。
・妊娠届、母子健康手帳発行時に専門職による面接を実施　783件/年
・妊娠期からの継続支援プランの作成　61件/年
・子育て世代包括支援センター間でのケース対応に関する定例会議を実施 12回/
年

・子育て世代包括支援センター母子保健型1か所、特定型1か所を設置。
・妊娠届、母子健康手帳発行時に専門職による面接を実施（見込み800件）
・妊娠期からの継続支援プランの作成(見込み60件）
・子育て世代包括支援センター間でのケース対応に関する定例会議を実施
　（12回/年）

妊娠届からのリスクアセスメントが的確にできるよう
に、マニュアルや研修等を等を活用して専門職の質
の向上を目指す。

なし

・妊娠期からの虐待予防強化事業看護連携会議開催（２回開催、延べ６６人）

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（４）

親と子の保健対策

妊娠期からの切れ目のない相談支援体制の強化とともに関係機関とのネットワークづくりを進めます。また、リスクの高い家庭への支援を徹底し、児童虐待防止に努めます。

平成３０年度の実績
令和元年度（予定含む）

取組内容・実績 推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

①妊娠・出産期からの相談支援体制の強化

②未熟児等への専門職による家庭訪問の強化

③児童虐待防止のための連携体制強化

④思春期対策の推進

・子育て世代包括支援センター（母子保健型）に3名の専門相談員を配置。妊娠・出
　産期における相談支援体制の充実を図った。妊娠届出時保健師未面談者に対し
　て、マタニティコールを行い、全妊婦の把握に努めた。訪問については、新生児・
　妊産婦訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問を実施している。

・子育て世代包括支援センター（母子保健型）に3名の専門相談員を配置。妊娠・出
　産期における相談支援体制の充実を図った。妊娠届出時保健師未面談者に対し
　て、マタニティコールを行い、全妊婦の把握に努めた。訪問については、新生児・
　妊産婦訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問を実施している。

・妊娠届出時専門職による面談率は5割程度に留
　まっている。全数面談に向けての取組みが必要
　である。

⑤妊娠期からの小児歯科保健対策の推進

①妊娠・出産期
からの相談支援
体制の強化

・妊娠期からの虐待予防強化事業看護連携会議開催（１回開催、２７人）
　　内容：報告、情報交換、ミニ講座等
　　参加者：管内分娩取り扱いのある医療機関助産師、管内市保健師等
　　（令和２年３月９日開催予定）

市、保健所、医療機関、教育機関、児童相談所

妊娠・出産期からの相談支援体制の強化
母子保健型利用者支援事業として、保健センターに加え、平成30年7月より本庁舎
でも妊娠届出時の面談を開始した。面談率は77.4％で、支援の必要なかたへの早
期支援につながった。

令和元年度より、妊娠届出の窓口を、保健センターと本庁舎の2か所とし全ての妊婦
と面談することを目指している。

圏域別取組

目標

主な取組

実施主体

実施主体主な取組
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平成３０年度の実績
令和元年度（予定含む）

取組内容・実績 推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
実施主体主な取組

所沢市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

狭山保健所

所沢市

飯能市

狭山市

入間市

日高市

・産後の母親のメンタルヘルス支援研修会の開催（２回開催、延べ７６人） ・産後の母親のメンタルヘルス支援研修会の開催（２回開催、延べ５８人）
　　内容：講義、ロールプレイ、グループワーク等
　　参加者：管内分娩取り扱いのある医療機関助産師、管内市保健師等

・保健、医療、福祉関係職員に対する人材育成の充
実

・保健師、助産師による家庭訪問を実施し、必要なサービスにつなげるなどの支援
　を実施

・保健師、助産師による家庭訪問を実施し、必要なサービスにつなげるなどの支援
　を実施

■子育て支援課
○個別支援
・必要に応じて検討会議を開催
○会議
・地域子育て支援拠点事業実務者会議を5回開催した。
・要保護児童対策地域協議会の開催
　代表者会議（1回）、実務者会議（6回）、個別ケース検討会議（定期6回、その他は
　随時開催）

■子育て支援課
○個別支援
・必要に応じて検討会議を開催
○会議
・地域子育て支援拠点事業実務者会議（5回）を開催し、早期連携体制強化を行っ
　た。
・要保護児童対策地域協議会の開催
　代表者会議（1回）、実務者会議（6回）、個別ケース検討会議（定期6回、その他は
　随時開催）

・乳幼児健康診査未受診者に対し、受診勧奨を強化し通知及び家庭訪問を実施。対
　象期間を過ぎて未受診だった者については、こども相談センターに情報提供を行
　い、虐待リスクについて精査を図った。必要に応じて、支援の必要性を検討して
　いる。
・医療機関との連携については、支援家庭の連絡や市内産科医療機関と連携会議
　等を行うことで、連携強化が図られている。
・その他、訪問看護ステーション、保育園等福祉部署、教育センター、精神保健担当
　との連携によるケース支援を実施。平成24年度より、連携強化を目指し、民生児童
　委員の定例会にて各地区担当が連携依頼を行っている。

・乳幼児健康診査未受診者に対し、受診勧奨を強化し通知及び家庭訪問を実施。
　対象期間を過ぎて未受診だった者については、要保護児童対策協議会事務局
　である、こども相談センターに情報提供を行い、虐待リスクについて精査を図っ
　た。必要に応じて、支援の必要性を検討している。また、乳幼児健康診査進捗
　管理の中で、受診対象期間内に転出した児について、転出先自治体に情報提
　供を行っている。
・医療機関との連携については、支援家庭の連絡や市内産科医療機関と連携会議
　等を行うことで、連携強化が図られている。
・その他、訪問看護ステーション、保育園等福祉部署、教育センター、精神保健担当
　との連携によるケース支援を実施。連携強化を目指し、民生児童委員の定例会に
　て各地区担当が連携依頼を行っている。

・関係機関との個別ケース会議の開催（17回）　・日高市要保護児童対策地域会議
　の開催（6回）　・虐待（疑いを含む）ケースについて担当課と連携した支援　・小中
　学校、学童、保育園等市内関係機関への訪問を行い、情報共有を図った　・民生
　委員への研修会の実施（１回）

・関係機関との個別ケース会議の開催（18回）・日高市要保護児童対策地域会議の
　開催（6回）　・虐待（疑いを含む）ケースについて担当課と連携した支援を行った
・小中学校、学童、保育園等市内関係機関への訪問を行い、情報共有を図った。
　民生委員への研修会の実施（２回）

・未熟児訪問指導の実施　延べ52件/年 ・未熟児訪問指導の実施（見込み50件/年）

・未熟児養育医療受給者に対し、申請時、主に地区担当保健師による面接を経て、
　母子への訪問指導を行った。ケースの必要に応じ、母の精神面へのフォロー、
　病院との調整、母の要望により、未熟児サロンの開催などを行っている。

・未熟児養育医療受給者に対し、申請時、主に地区担当保健師による面接を経て、
　母子への訪問指導を行った。必要に応じ、母の精神面へのフォロー、病院との調
　整を図った。

・要保護児童地域対策協議会の参加　12回/年
・妊娠期からの虐待予防強化事業での県内医療機関からの養育支援連絡票による
　リスクのある家庭への支援　49件/年
・要保護家庭の支援に対する関係者による事例検討会の実施　随時

・要保護児童地域対策協議会の参加（12回/年）
・妊娠期からの虐待予防強化事業での県内医療機関からの養育支援連絡票による
　リスクのある家庭への支援（見込み55件/年）
・要保護家庭の支援に対する関係者による事例検討会の実施　随時

児童虐待防止のための連携体制強化
特定妊婦受理処遇会議・・・年12回
要保護児童対策地域協議会実務者会議への参加・・・年12回

児童虐待防止のための連携体制強化
特定妊婦受理処遇会議・・・年12回
要保護児童対策地域協議会実務者会議への参加・・・年12回

特定妊婦等、関係機関や他市との連携において、多
少課題がある。

未熟児当への専門職による家庭訪問の強化
助産師・保健師による新生児訪問・・・534件

助産師・保健師による新生児訪問・・・543件（見込）

■健康づくり支援課
○未熟児養育医療受給者への訪問支援

■健康づくり支援課
○未熟児養育医療受給者への訪問支援

助産師の人員確保と質の向上

③児童虐待防止
のための連携体
制強化

②未熟児等への
専門職による家
庭訪問の強化
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平成３０年度の実績
令和元年度（予定含む）

取組内容・実績 推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
実施主体主な取組

③児童虐待防止
のための連携体
制強化

狭山保健所

所沢市

飯能市

狭山市

入間市

狭山保健所

所沢市

飯能市

狭山市

狭山市

入間市

日高市

⑤妊娠期からの
小児歯科保健対
策の推進

・妊婦歯科検診の実施（64人）　・パパママ教室で歯科衛生士の講義を実施した（6
回）

・妊婦歯科検診の実施（58人、令和1年12月末時点）
・パパママ教室で歯科衛生士の講義を実施した（4回）

④思春期対策の
推進

■健康づくり支援課
・育児体験学習として母子愛育会に委託し、市内中学生を対象に助産師からの講義
　「生命の大切さ」、沐浴指導、妊婦体験を実施。7校実施

■健康づくり支援課
・育児体験学習として母子愛育会に委託し、市内中学生を対象に助産師からの講義
　「生命の大切さ」、沐浴指導、妊婦体験を実施。8校実施

・ふれあい親子支援事業（事例検討会）の開催（６回開催、延べ１０９人）

・狭山保健所管内母子保健連携会議の開催（２回開催、延べ２８人）

・ふれあい親子支援事業（事例検討会）の開催（５回開催、延べ９４人）
　　内容：母子に関するハイリスクなケースに対して事例検討
　　　　　アドバイザーとして、精神科医及び臨床心理士からの助言あり
　　対象者：管内市保健師、児童福祉担当者等
　　（令和２年２月２７日開催予定）
・狭山保健所管内母子保健連携会議の開催（１回開催、９人　）
　　内容：母子保健分野で実施している虐待予防事業について情報交換
　　対象者：管内母子保健担当者等
　　（令和２年３月４日開催予定）

・入間市母子愛育会の委託事業で中学生育児体験事業　3校/442人/年 ・入間市母子愛育会の委託事業で中学生育児体験事業 　3校/358人/年

実施なし 学務課で一部実施（助産師による命の授業）

・両親学級　6回/年　延べ148人
・働くママのための両親学級　6回/年　延べ163件

・両親学級　12回/年

■健康づくり支援課
・母親学級で歯科保健指導、乳児健診、1歳6か月健診、3歳児健診に加え２歳児
　歯科健診で歯科診察、歯科保健指導等を実施している。

■健康づくり支援課
・母親学級で歯科保健指導、乳児健診、1歳6か月健診、3歳児健診に加え３歳児
　歯科健診で歯科診察、歯科保健指導等を実施している。

妊娠期からの小児歯科保健対策の推進
妊娠届出時（リーフレットによるPR)、マタニティスクールでの保健指導（7回、延べ68
人）、乳幼児健康相談での個別相談（12回、延べ84人）、4か月児健診での歯磨き指
導（16回、延べ927人）、1歳6か月児健診での歯科検診と歯磨き指導（16回、延べ971
人）、3歳児健診での歯科検診と歯磨き指導（16回、延べ993人）、
乳幼児健診の事後フォロー教室「ぴょんぴょんルーム」（12回、延べ32組）

妊娠届出時（リーフレットによるPR)、マタニティスクールでの保健指導（7回、延べ60
人）、乳幼児健康相談での個別相談（12回、延べ95人）、4か月児健診での歯磨き指
導（16回、延べ821人）、1歳6か月児健診での歯科検診と歯磨き指導（16回、延べ984
人）、3歳児健診での歯科検診と歯磨き指導（16回、延べ962人）、
乳幼児健診の事後フォロー教室「ぴょんぴょんルーム」（12回、延べ28組）

・子どもの心の問題に関する研修会の開催（１回開催、４３人）

なし

むし歯予防デー
歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発、歯科健診、相談、歯みがき指導、フッ化
物塗布を実施。
（来場者：延べ７５１人）

むし歯予防デー
歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発、歯科健診、相談、歯みがき指導、フッ化
物塗布を実施。
（来場者：延べ７９９人）

・学校保健との連携強化をめざし、養護教諭連絡会で保健医療計画「健康の保持・
　増進」の分野について、周知した。
・教育委員会と調整しながら、成長発達や生活の変化が大きい小学校6年生と中学
　校3年生向けに保健体育等の授業で活用できる教材を作成、配布した。
・思春期こころの健康相談（予約制）を実施した。

・教育委員会と調整しながら、成長発達や生活の変化が大きい小学校6年生と中学
　校3年生向けに保健体育等の授業で活用できる教材を作成、配布した。
　また、活用状況や配付時期など各学校の意向を確認し、次年度に向けて調整を
　図った。
・思春期こころの健康相談（予約制）を実施した。

・地区担当制をとり、地区診断からの地区保健活動計画を立てて、ケースと地区保
　健活動に取り組んでいる。

・妊娠届出時、専門職による面談において、妊娠期から口腔ケアの重要性について
　周知を図った。また、あらゆる母子保健事業を通じてむし歯予防について啓発を
　行った。

・子どもの心の問題に関する研修会の開催（１回開催、３１人）
　　内容：講義　クラスで「気になる子」の理解と支援
　　対象者：管内市小中学校職員、管内市保健師、児童福祉担当者等

・学校保健（養護教諭、スクールカウンセラー等）及
び児童福祉（家庭児童相談員）とのネットワークの充
実
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所沢市
医師会

入間地区
医師会

飯能地区
医師会

狭山市
医師会

所沢市

所沢市

飯能市

・参加していただける方とそうでない方がはっきりして
　きたこと

多職種連携座談会（ワールドカフェ）等開催

■介護福祉課
○多職種連携座談会　飯能・日高地区ワールドカフェ
・役員会　6回開催
○ワールドカフェ（専門職研修）3回開催
・テーマ　多職種を知ろう～仕事を繋げる関係性作り～
○市民フォーラムの開催
・テーマ　「在宅医療」知っていますか？家で最期まで療養したい人に等

・在宅療養入退院時連携ワーキンググループ開催（2回）・在宅療養入退院時連携ワーキンググループの立ち上げと会議開催（3回）

①在宅医療を支える多職種連携体制の構築

②医療・介護に携わる職員の人材育成

③在宅医療に関する県民への普及啓発

市、保健所、地域包括支援センター、医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等

・医療介護連携会議の運営支援　多職種による連携体制の構築を目指し、地域包
括
　支援センターを中心に開催（市内6ブロック×年2回＝12回）
・絆ネットところ講演会　（10月28日　参加者133名
　「所沢市における在宅医療・介護の現状と問題」
・多職種交流会の開催（5月24日　医師・訪問看護師交流会　参加者　100名）
・在宅療養入退院時連携ワーキンググループ会議の開催（2回）

①、②
・医療介護連携会議の開催による関係構築とテーマ別講演及びグループワーク。
　12回（市内6ブロック×2回）平均約70名参加。

・医療介護連携会議の開催による関係構築とテーマ別講演及びグループワーク。
　12回（市内6ブロック×2回）

○医療・介護専門職など、様々な職種の連携推進を図るために、地域包括ごとに多
　職種連携会議を開催。（10回延べ430人）

○医療・介護専門職など、様々な職種の連携推進を図るために、多職種連携会議を
　開催。(5回延べ220人）

○医療介護専門職の連携を図るための多職種連携
　会議の参加者が固定化している。

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（５）

在宅医療の推進

在宅療養を希望する患者が、住み慣れた地域で必要な医療を受けながら生活できるよう医療・介護連携の充実を図り、地域包括ケアシステムの構築を推進します。

・医療介護連携会議の運営支援
　多職種による連携体制の構築を目指し、地域包括支援センターを中心に開催
　（市内6ブロック×年2回＝12回）
・絆ネットところ開催（多職種連携研修）
　「制度改正と多職種連携」「所沢市における医療と介護の情報連携について」
　（7月25日参加者81名）
　「地域でつなげよう緩和ケアの輪」（10月22日　参加者132名）
　「病院から地域へ在宅療養を支えるために私たちができること」
　（11月28日　参加者100名）
　「高齢者に多いスキントラブルと対応を知ろう～高齢者のスキンケアの決め手
　は多職種連携～　（2月28日　参加者123名）
・在宅療養入退院時連携ワーキンググループの立上げと会議の開催
　「入退院時の連携を平準化することを目的に多職種での解決策の検討を
　行う」（年3回）

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

取組内容・実績

○多職種参加による「在宅医療・介護連携会議」を年6回開催
○奇数月に多職種への情報提供のために「拠点便り」を発行

○多職種連携会議を実施

■介護福祉課
○多職種連携座談会　飯能・日高地区ワールドカフェ
・役員会　6回開催
○ワールドカフェ（専門職研修）2回開催
・テーマ　成年後見制度の活用について」「在宅医療における介護者支援について
○市民フォーラムの開催
・テーマ　在宅ＡＬＳ患者の介護（実践報告）等

・県の入退院時連携マニュアル（仮）との調整や近隣
　市町村（東京都を含む）との広域連携など

主な取組 実施主体 平成３０年度の実績

多職種連携座談会（ワールドカフェ）等開催

①在宅医療を支
える多職種連携
体制の構築

圏域別取組

目標

主な取組

実施主体
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推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

取組内容・実績
主な取組 実施主体 平成３０年度の実績

狭山市

入間市

日高市

狭山保健所

所沢市
医師会

入間地区
医師会

狭山市
医師会

所沢市

所沢市

所沢市

狭山市

入間市

・ワールドカフェの開催（テーマ「成年後見制度の活用を考えよう」）
・情報交換会の開催

・ワールドカフェの開催（テーマ「多職種を知ろう～仕事を繋げる関係作り～」）
・情報交換会の開催

・講演会「知って安心在宅医療と介護」（88名）

介護支援専門員協会等への委託研修会　4回実施（参加者３４３人）、医療従事者・
介護事業者向け研修　１回実施（参加者８８人）、自立支援型ケア会議の実施　１２
回実施（参加者４２９人）

在宅医療関係者（医師会、薬剤師会、歯科医師会、訪問看護、地域包括支援セン
ター、ケアマネジャー等）と在宅医療・介護連携会議を年６回実施し、多職種連携
で障壁となっている事や入退院時に欲しい情報等について、意見交換を行った。

在宅医療関係者（医師会、薬剤師会、歯科医師会、訪問看護、地域包括支援セン
ター、ケアマネジャー等）と在宅医療・介護連携会議を年６回実施し、在宅支援
ベットの利用時の入退院の問題点や訪問リハビリについて、意見交換を行った。

医師、介護事業者向けに、NUP（うつ・認知症・パーキンソン病）研修会を開催した。 医師、介護事業者向けに、NUP（うつ・認知症・パーキンソン病）研修会を3月に開催
予定。

②、③
・講演会「いい人生だったと思えるように」（415名うち市民96名）

・ＩＣＴ情報連携ツールの活用研修（個別4回・全体1回）・多職種合同研修
　（1回・100名参加）

・ＭＳＣの活用がうまく拡がっていない

在宅医療を行う医療機関等の増加

医療・介護従事者の連携会議１２回開催（参加者４００人）

・在宅緩和ケア研修会（2月18日　参加者90名）
・相談支援　１２４件

介護支援専門員協会等への委託研修会　２回実施（参加者１８０人）、医療従事者・
介護事業者向け研修　8回実施（参加者445人）、自立支援型ケア会議の実施　12回
実施（参加者500人）

・開催方法、回数、予算など

・開催方法、回数、予算など

・多職種研修会（1回・100名）

○医療・介護関係者の研修として「診療報酬・介護報酬改定を踏まえた医療・介護
の
　流れ」をテーマに開催。（1回　88名）

・ＩＣＴ情報連携ツールの活用に関する出前講座（２回）

・相談支援「在宅医療・介護関係者の相談支援」（支援件数144件）
・絆ネットところ講演会（参加者132名）
・病床機能転換支援事業説明会（参加者28名）
・ＡＣＰ実務者研修会（参加者241名）

医療・介護従事者の連携会議６回開催（参加者３４３人）

在宅医療を支える多職種による在宅医療検討会議を開催した。 在宅医療推進会議を開催し、各地域における在宅医療の推進等について協議を
行った。医療・介護に関する意見交換会を２回開催し、様々な立場から見た在宅医
療に係る情報を交換した。

○埼玉県医師会主催の研修会等への参加 ○狭山市在宅医療連携セミナーを開催 ・狭山市医師会多職種交流会を開催して
　グループワークと交流を実施 ・さやま地域ケアクリニックと協力して、在宅医療
　勉強会と2回の「医療と介護」つながる交流会を開催

○在宅緩和ケア、ACPに関する研修会。(3回延べ304人）

②医療・介護に
携わる職員の人
材育成

②医療・介護に
携わる職員の人
材育成

・多職種研修
　「制度改正と多職種連携」「所沢市における医療と介護の情報連携について」
　（参加者81名）
　「地域でつなげよう緩和ケアの輪」（参加者132名）
　「病院から地域へ在宅療養を支えるために私たちにできること」
　（参加者100名）
　「高齢者に多いスキントラブルと対応を知ろう～高齢者のスキンケアの決め
　手は他職種連携～」（参加者119名）
　「ＡＣＰ研修」（参加者241名）

①在宅医療を支
える多職種連携
体制の構築
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推進にあたっての課題・問題点（ある場合）

令和元年度（予定含む）

取組内容・実績
主な取組 実施主体 平成３０年度の実績

所沢市
医師会

入間地区
医師会

飯能地区
医師会

狭山市
医師会

所沢市

入間市

日高市

狭山保健所

○地域福祉講座、コミュニティサロン協議会定例会、自治会、ボランティア連絡会、
　サロン、日常生活圏域会議等「在宅医療と人生会議」の高遠を買い実施、延べ
　390名参加。参加者に拠点のリーフレットと「私の老後の生き方暮らし方ノート」
　を配布

・ワールドカフェの開催（テーマ「成年後見制度の活用を考えよう」）
・情報交換会の開催
・市民フォーラムの開催（テーマ「在宅医療知っていますか？家で最期まで療養
　したい人に」）
・飯能市新緑ツーデーマーチへの参加し普及啓発につとめた

・ワールドカフェの開催（テーマ「多職種を知ろう～仕事を繋げる関係作り～」）
・情報交換会の開催
・市民フォーラムの開催（テーマ「在宅医療知っていますか？家で最期まで療養
　したい人に」）
・飯能市新緑ツーデーマーチへの参加し普及啓発につとめた

市民等への普及啓発活動　５回実施（参加者８４人）サロン等でのリーフレット・健康
配布の配布、公民館へのリーフレットの設置、ラジオでの啓発活動）

市民等への普及啓発活動　６回実施（参加者１２５人）サロン等での出前講座（リー
フレット・健康配布の配布、もしばなゲーム、人生会議）、公民館へのリーフレットの
設置、ラジオでの啓発活動）

・地域の健康祭り等イベント、市の高齢者向けイベントでの「あんしん在宅療養支援
　ガイド」やパンフレット配布等による普及啓発に努めた。

・地域の健康祭り等イベント、市の高齢者向けイベントでの「あんしん在宅療養支援
　ガイド」やパンフレット配布、出前講座（計115名）等による普及啓発に努めた。

・インターネットを活用した普及啓発を実施したいが、
　紙による普及啓発の方が需要が高い。

各種会合で話している。 各種会合で話している。

○在宅医療に関する住民啓発として、市内のラジオ放送、リーフレットの市民会館等
　へ設置、市報の掲載。（市内ラジオ放送1回）　地域包括支援センターと共に老人
　会、サロン等で啓発（5回　延べ83人）

○在宅医療に関する住民啓発として、在宅医療の相談窓口周知のためリーフレット
　を市民会館等へ設置。在宅医療と人生会議に関する出前講座を実施。
　（6回延べ111人）

「在宅医療機関一覧」、「介護老人福祉施設受け入れ一覧」、「人口透析医療
　機関一覧」、「理想のケアマネ像」の作成
・機関誌の発行「絆ネットところ」（年2回）
・市民の集い「いい人生だったと思えるために・・・平穏死のすすめ」
　（12月6日　参加者567名）
・あんしん在宅療養ガイドの配布

認知症介護情報連携シートの配付及びホームページでの周知を行った。 効果的な住民への周知方法の確立

「訪問看護ステーション一覧」作成　1,200部
・機関誌の発行「絆ネットところ」（１回）
・市民向け講演会の開催（７月６日　参加者　８８名）
・市民向け講演会（出前講座の開催　参加者２０名）

③在宅医療に関
する県民への普
及啓発

認知症介護情報連携シートの配付及びホームページでの周知を行った。

○在宅医療支援センターコーディネーターによる市民への啓発講座を実施
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所沢市

狭山保健所

②医療機能の分
化・連携の推進
に関する情報収
集、提供

狭山保健所

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　圏域別取組　進捗状況（実績）調書（６）

地域医療構想の推進

実施主体 平成３０年度の実績

西部地域保健医療・地域医療構想協議会及び作業部会を計３回開催するとともに、
医療・介護に関する意見交換会を２回開催し、医療提供体制の整備を推進した。

令和元年度（予定含む）

取組内容・実績

疾病の発症により必要に応じて高度急性期、急性期、回復期、慢性期、在宅医療等まで適切な医療が受けられるよう医療提供体制の整備を進めます。

①西部区域における医療提供体制の整備の推進

・所沢市市民医療センターでは、地域住民が必要とする入院機能（リハビリテーショ
　ン、在宅復帰支援）を提供するため、急性期一般病床49床のうち11床を地域包括
　ケア病床に機能転換し、平成30年11月より運用を開始した。

・前年度導入した地域包括ケア病床は、安定して稼働している。また、より充実した
　医療サービスを提供するため、平成31年4月に新たに理学療法士（臨時的任用
　職員）1名を採用した。

①西部区域にお
ける医療提供体
制の整備の推進 西部地域保健医療・地域医療構想協議会及び作業部会を計3回開催し、医療提供

体制の整備を推進した。

圏域別取組

目標

主な取組

実施主体

西部地域保健医療・地域医療構想協議会及び作業部会を計3回開催し、医療機能
の分化・連携の情報収集、提供をした。

西部地域保健医療・地域医療構想協議会及び作業部会を計3回開催するとともに、
医療・介護に関する意見交換会を２回開催し、医療機能の分化・連携の情報収集、
提供をした。

主な取組

②医療機能の分化・連携の推進に関する情報収集、提供

保健所、医師会、医療機関、市、関係団体　等

推進にあたっての課題・問題点（ある場合）
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